
令和 3 年 3 月

令和 3 年度 令和 12 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

年度 税 西条処理区 東丹処理区 年度 税 西条処理区 東丹処理区

平成29年度 8% 1,320円 1,830円 平成29年度 8% 1,344円 2,203円

平成30年度 8% 1,320円 1,830円 平成30年度 8% 1,355円 2,227円

令和元年度 10% 1,450円 1,870円 令和元年度 10% 1,238円 1,875円

別添２－1

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

地方公営企業法一部適用

西条市公共下水道事業経営戦略

昭和59年度（西条処理区）
（平成2年度：東予・丹原処理区）

西条市

公共下水道事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

～計 画 期 間 ：

2箇所
西条浄化センター
東予・丹原浄化センター

無

処 理 区 数
1処理区
（2処理区：西条処理区・東予・丹原処理区）

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

「最適化」…平成27年度末に飯岡中部地区の地域し尿処理施設（コミュニティ・プラント）区域と平成29年度末に神戸
地区の農業集落排水区域を公共下水道に接続した。

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

一般家庭用使用料体系については、基本使用料と累進従量使用料に区分して設定しています。
地下水利用の場合は、3人目まで1人につき西条処理区は10㎥/月、東丹処理区8㎥/月、4人目から1人につき西条
処理区は7㎥/月、東丹処理区は4㎥/月として算定しています。
上水道と地下水を併用する場合は、上水道使用水量に3人目まで1人につき西条処理区は5㎥/月、東丹処理区は4
㎥/月、4人目から1人につき西条処理区は3㎥/月、東丹処理区は2㎥/月を加算して算定しています。
汚水私費の原則を念頭にしつつ、市町合併前からの異なった使用料体系を段階的に改定を行い統一を図っていま
す。

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

一般家庭用と同じ

実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ： 税 込 ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

湯屋汚水使用料体系は、30㎥までは、一般家庭用と同じであるが、30㎥超過分については、湯屋汚水用の使用料
体系としています。

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施
する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含
む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ： 税 込 ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

全体：35.7人/ha
西条処理区：39.5人/ha
東予・丹原処理区：26.5人/ha



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

処理区域内人口の予測

　行政人口は、平成22（2010）年で112,091人、令和2（2020）年現在では、104,056人となり、令和27（2045）年では、78,307人と平成22年と比較すると約
3割減少すると推測されます。
　一方、処理区内人口は、下水道整備により増加傾向にありましたが、今後は、行政人口の減少に伴い、処理区内人口も減少すると推計されます。

※日本の地域別将来推計人口より算出

処理区域内人口の減少により、年間有収水量が令和3年度の約8,178,000㎥/年から令和12年度には約7,452,000㎥/年に減少していくと考えられま
す。

有収水量の予測

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

該当なし

該当なし

 イ　指定管理者制度

令和2年4月より3年期間で、西条処理区における西条浄化センター、雨水
ポンプ場（4箇所）及び樋門（6箇所）について、また東予・丹原処理区にお
ける東予・丹原浄化センター、ポンプ場（汚水中継ポンプ場1箇所、雨水ポ
ンプ場1箇所、排水機場1箇所）についての運転管理及び保守点検等を包
括的民間委託しています。

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

令和2年4月1日から公営企業法の一部適用を行ったため、経営比較分析表は法非適用時のものを添付

汚水処理原価は、類似団体の全国平均と比較して低くなっているにもかかわらず、経費回収率が、類似団体の全国平均の半分程度と低くなってお
り、使用料で回収すべき経費が賄えていない状況です。その要因としては、使用料単価が廉価であるため使用料収入が低いことが挙げられます。

消化ガスを加温ボイラーに利用しています。

該当なし

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

民 間 活 用 の 状 況

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

職 員 数
損益勘定所属職員：11人
資本勘定所属職員：17人

西条浄化センター、東予・丹原浄化センター

東予・丹原下水道係

本庁 下水道業務課

下水道業務係

下水道工務課

下水道総務係

東予総合支所 建設管理課

下水道建設係

下水道維持係



（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

　技術系職員については、管渠の新設工事による面整備が令和8年を目途に縮小していく見込みですが、今後、改築更新工事の増加が見込まれるた
め、現行の人数を維持することを想定しています。
　事務系職員については、現行の人数を維持し、企業会計の知識の習得を図ります。また、人員の異動の際にも、業務の停滞を起こさずスムーズな
継承が行えるようノウハウの蓄積に努めます。

①効率的な下水道整備を目指す
　・将来の人口や有収水量の減少を踏まえ、適正な下水道整備を実施
　・ストックマネジメント計画に基づき、リスク評価などを勘案して適切な改築更新を実施

②災害に強いまちづくりを目指す
　・安心安全な市民生活の実現に向けた雨水整備事業の実施
　・南海トラフ地震等に対する防災・減災対策事業の推進

③持続可能な事業経営を目指す
　・水洗化率の向上への取組を実施
　・使用料の市内統一を行い、その後も独立採算制の原則に基づく使用料改定による増収を実施
　・維持管理業務の効率化を図り、コスト縮減を実施
　・将来の改築更新費用の財源確保に努め、借入残高の減少に努める

　現在、市町合併以来の懸案事項である異なった使用料体系を利用者負担の公平を図るため、令和10年に統一することを目標とし、3年ごとに西条
処理区の使用料体系を約10％の値上げ率で改定を行っています。
　しかし、県内及び類似団体との使用料単価の比較では、当市の使用料単価は平成30年度で75.15円と低くなっており、そのため使用料収入だけでは
汚水処理費を賄えておらず、その財源不足分を一般会計からの繰入金によって補っている状況です。
　今後は人口減少に加え、処理区拡大の終了、接続率の鈍化等の要因も重なり有収水量の減少が不可避となっており、使用料収入が減少していくこ
とが予測されます。

使用料収入の見通し

施設の見通し

　昭和49（1974）年に整備開始してから約50年が経過し、敷設後40年以上が経過した管渠もあるなど施設の老朽化が進んでいます。
　老朽化が進むと管渠においては不明水の浸入増、処理場及び雨水ポンプ場においては、それぞれ汚水処理能力の低下、排水能力の低下を引き起
こす原因となり、維持管理費の増加や能力低下などにつながる恐れがあるため、機能保全のための施設の改築更新が必要となり、今後、更新費用
が増大する見通しです。

組織の見通し



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

目 標

　令和10年度を目標に使用料体系の市内統一を図り、統一後も使用料単価の増額改定を行い、使用料収入の増収
を図ります。
　また、一般会計からの基準外繰入金を計画最終年度の令和12年度には、令和3年度から約30％を削減します。

目 標

①管渠費
　処理区拡大のための新設工事は、令和8年度を目途に縮小していく予定としているため、令和9年度からは令和3年度の約4割（約1.5億円）の投資額
としています。しかし、敷設後40年以上が経過し、標準耐用年数の50年に近づいてきている管渠もあるので、ストックマネジメント計画により、施設の
長寿命化、投資の抑制と平準化を図りながら効率的な改築更新をしていきます。

②処理場費
　西条浄化センター及び東予・丹原浄化センターの両処理場施設の整備は概ね完了していますが、一方で改築更新が必要となってきているため、耐
震化も踏まえたストックマネジメント計画に基づき、施設の長寿命化、投資の抑制と平準化を図りながら効率的に改築工事を行っていきます。
　また、令和5年度から令和9年度を期間とする次期ストックマネジメント計画を策定します。

③ポンプ場費
　近年浸水被害が発生している三津屋排水区周辺の浸水対策のため、三津屋雨水ポンプ場の基本設計に平成25年度から着手し、令和10年度の完
成を予定して、新設工事（総投資額約29.8億円）を行っています。
　また、その他の整備済みのポンプ場施設については、次期ストックマネジメント計画に基づき、施設の長寿命化、投資の抑制と平準化を図りながら
効率的に改築工事を行い、浸水被害を防いでいきます。

①使用料について
　学識経験者や下水道使用者などを委員とした使用料等審議会での審議を経て、令和10年度を目標として、西条処理区の使用料体系を3年ごと（令
和4（2022）年度、令和7（2025）年度、令和10（2028）年度）に約10％の値上げ率で改定し、市町合併前からの異なった使用料体系の市内統一すること
としています。
　
②一般会計からの基準外繰入金について
　使用料収入が不足していることにより、一般会計からの基準外繰入金に依存した経営状況となっているため、公営企業の独立採算制の原則に基づ
き、一般会計からの基準外繰入金を計画最終年度の令和12年度には、令和3年度から約30％を削減します。

③国庫補助金について
　国庫補助対象事業については、優先的に補助金を活用します。

④企業債
　管渠施設の法定耐用年数は50年であるにもかかわらず、企業債償還期間は30年となっていることから、元金償還金の一部を後年度に繰り延べる資
本費平準化債を借入りし、世代間の負担を公平にすることに努めます。

　三津屋雨水ポンプ場の新設工事を行う影響により、令和7年度に投資額がピークとなりますが、計画最終年度の令
和12年度には、事業全体での投資額を、令和3年度の約30％を削減します。
　また、今後、管渠・処理場・雨水ポンプ場において増加が見込まれる改築更新需要については、耐震化も踏まえた
ストックマネジメント計画に基づき、施設の長寿命化、投資の抑制と平準化を図りながら効率的に改築更新をしてい
きます。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

・有収水量の減少を見込んでいますが、動力費及び薬品費は単価の上昇も見込み、同等の費用としています。
・処理場及び雨水ポンプ場等の運転管理及び保守点検等を、令和2年度より3年期間の包括的民間委託（レベル1）としていますが、計画期間内も同レ
ベルで継続するものとしています。
・修繕費の縮減を図るためストックマネジメント計画による効率的な修繕に努めます。



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者

制度、PPP/PFIなど）

令和2年度より、処理場及び雨水ポンプ場等の包括的民間委託を行っているが、経費比較等した
結果、レベル１での内容となっている。今後も更なる経費削減を図るため、経済的優位性のあるレ
ベルでの実施を検討していきます。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組 該当なし

該当なし

　令和10年度を目標に使用料体系の統一をすることとしていますが、それでもなお他団体と比較
して低い使用料単価であり、経費回収率が64.5％までの改善にしかなりません。
　健全な経営のためには、経費回収率は100%以上が必要であることを念頭に使用料等審議会で
の審議を行うようにしていきます。

使用料の見直しに関する事項

該当なし

該当なし

該当なし

経済性や地域の特性を考慮しながら、社会情勢の変化にも応じた最適な汚水処理方法の選択を
前提にして、下水道での汚水処理から合併浄化槽での処理への変更も含めた事業計画の見直し
を検討していきます。

広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

経営戦略策定後も、毎年度、目標指標の達成状況を把握し、進捗管理を行う。
また、計画と実績とのかい離が生じた場合にはその原因を分析し、結果を経営戦略等に反映させる「ＰＤ
ＣＡサイクル」を導入し、経営戦略の見直しを原則5年に一度行います。

職員給与費に関する事項 該当なし

動力費に関する事項 該当なし

修繕費に関する事項 該当なし

委託費に関する事項 汚泥処理に係る委託料の縮減を図るため、近隣団体との共同処理を検討をしていきます。　

その他の取組 該当なし

薬品費に関する事項 該当なし

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成30年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。

　管渠の標準耐用年数は50年であるが、建設後40年以上
経過している管渠もあり、今後においては緊急を要する
修繕等が発生する可能性がある。それを回避するため、
ストックマネジメント計画に基づく管渠の点検調査や改
築工事を実施している。また、供用開始から34年が経過
した西条浄化センターにおいても、ストックマネジメン
ト計画に基づき、順次改築工事を実施している。
　管渠について、今後、標準耐用年数に達し改築更新時
期を迎える管渠が増加すると見込まれるため、施設の回
復・予防保全のための修繕を実施するとともに、事業費
の平準化を図り、計画的かつ効率的な維持修繕・改築更
新に取り組む必要がある。

2. 老朽化の状況

全体総括

　収益的収支比率や経費回収率の改善に向け、使用料収
入の増加と維持管理費などの経費の節減努力を継続して
行う。
　Ｈ30年度より農業集落排水事業を公共下水道事業に統
合したため使用料収入は増収となっている。これにより
収益的収支比率及び経費回収率は若干の右肩上がりと
なったが、100％を大きく下回っているため、今後も徴
収率の向上や水洗化率の向上に努めるとともに、投資の
平準化による借入額の抑制を行い一般会計繰入金の減少
にも努める。Ｈ31年4月には料金改定を行っているた
め、次年度はそれに伴う収入増を期待したい。
　老朽化対策については、ストックマネジメント計画に
基づく管渠の点検調査や改築工事を実施している。
　整備や管理に係る費用についても、費用対効果を検証
しながら、平準化を図りつつ計画的かつ効率的な維持修
繕・改築更新に取り組む必要がある。
　安定した収入の確保と投資の効率化や維持管理費の削
減、接続率の向上による有収水量を増加させる取組など
を行い経営改善に努めていく。

【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　収益的収支比率は、右肩上がりではあるが60.17％と
まだまだ低く、使用料収入等の収益で地方債償還金等の
費用を賄えていない。原因としては、使用料単価が低く
料金収入が少ないことが挙げられる。現行の使用料単価
は、維持管理費を賄うだけの単価設定となっており、地
方債償還金分の回収は僅かであるため一般会計からの繰
入金に頼らざるを得ない状況である。
　Ｈ30年度より農業集落排水事業を公共下水道事業に統
合したため使用料収入は増収となっている。それにより
前年度対比で3.61％改善しているものの、さらなる経営
改善に向けた取り組みが必要である。Ｈ31年4月には料
金改定を行っているため、次年度はそれに伴う収入増を
期待したい。
　使用料収入に対する企業債残高の割合は、類似団体の
全国平均と比べ約4倍であり、割合が高くなっている。
これは使用料単価の低さが主な原因である。
　経費回収率は、類似団体の全国平均の半分以下である
47.09％となっている。これは使用料で回収すべき経費
を賄えていない状況であることを示しており、回収率
100％に近づけるよう適正な使用料収入の確保及び汚水
処理費の削減が必要である。現在、接続率や収納率の向
上を図ることで、使用料収入の増額を目指している。
　汚水処理に要した費用では、全国平均よりも低い金額
となっている。
　施設の処理能力に対する処理水量の割合、処理区域内
で水洗便所を設置して汚水処理している人口の割合は、
全国平均より高い数値となっている。
　これらを更に向上させるため、施設が十分に機能を発
揮できるよう努めるとともに水洗化率の向上、経費の削
減にも取り組む必要がある。

2. 老朽化の状況について

処理区域内人口密度(人/km2) －

- 該当数値なし 58.43 69.42 1,320 63,824 17.78 3,589.65

510.02 215.05 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km2)

法非適用 下水道事業 公共下水道 Bd1 非設置 109,681

経営比較分析表（平成30年度決算）
愛媛県　西条市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.10 0.27 0.17 0.13 0.10

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 39.28 43.41 47.66 56.56 60.17

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値

平均値

①収益的収支比率(％)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値

平均値

0.00

500.00

1,000.00

1,500.00

2,000.00

2,500.00

3,000.00

3,500.00

4,000.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 3,198.68 2,733.30 3,673.68 3,210.21 2,077.74

平均値 854.16 848.31 774.99 799.41 820.36

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 37.72 40.32 39.66 46.94 47.09

平均値 93.13 94.38 96.57 96.54 95.40

152.00

154.00

156.00

158.00

160.00

162.00

164.00

166.00

168.00

170.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 167.10 158.56 158.84 159.02 159.58

平均値 167.97 165.45 161.54 162.81 163.20

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 80.62 77.89 76.08 76.01 77.01

平均値 64.87 65.62 64.67 64.96 65.04

90.00

90.50

91.00

91.50

92.00

92.50

93.00

93.50

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 91.81 92.61 92.73 92.96 93.33

平均値 91.11 91.44 91.76 92.30 92.55

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【682.78】

【95.20】【58.98】【136.86】【100.91】

【0.23】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分
（ 決 算 ）
（ 法 非 適 ）

決 算
見 込

１． (A) 916,491 1,815,444 1,092,252 991,066 991,875 990,522 1,044,144 1,039,027 1,021,720 1,085,767 1,080,006 1,072,814
(1) 561,145 686,286 688,866 677,309 670,404 663,568 714,087 706,806 699,600 760,953 753,195 745,516
(2) (B)
(3) 355,346 1,129,158 403,386 313,757 321,471 326,954 330,057 332,221 322,120 324,814 326,811 327,298

２． 446,286 909,792 1,504,214 1,430,207 1,425,127 1,424,423 1,380,395 1,430,693 1,443,987 1,392,868 1,408,737 1,383,007
(1) 446,286 140 643,873 651,913 640,129 633,969 580,687 601,528 622,815 565,084 587,824 576,135

446,286 643,733 651,773 639,989 633,829 580,547 601,388 622,675 564,944 587,684 575,995
140 140 140 140 140 140 140 140 140 140 140

(2) 840,060 854,954 773,294 779,998 785,454 794,708 824,165 816,172 822,784 815,913 801,872
(3) 69,592 5,387 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

(C) 1,362,777 2,725,236 2,596,466 2,421,273 2,417,002 2,414,945 2,424,539 2,469,720 2,465,707 2,478,635 2,488,743 2,455,821
１． 564,717 2,362,929 2,372,310 2,172,754 2,189,261 2,202,214 2,222,828 2,275,363 2,277,984 2,298,320 2,311,681 2,285,573
(1) 68,949 140,331 123,122 119,700 119,700 119,700 119,700 119,700 119,700 119,700 119,700 119,700

68,949 140,331 123,122 119,700 119,700 119,700 119,700 119,700 119,700 119,700 119,700 119,700

(2) 495,768 576,567 590,688 555,716 558,609 556,187 555,599 552,107 554,514 555,494 555,468 555,433
113,171 117,733 110,906 95,598 96,527 95,663 97,437 97,873 95,687 96,195 96,433 96,553
56,483 74,102 73,378 51,718 52,714 54,163 54,092 53,735 53,343 53,355 53,303 53,529

291,600 347,114 342,452 334,400 335,368 332,361 330,070 326,499 331,484 331,944 331,732 331,351
34,514 37,618 63,952 74,000 74,000 74,000 74,000 74,000 74,000 74,000 74,000 74,000

(3) 1,646,031 1,658,500 1,497,338 1,510,952 1,526,327 1,547,529 1,603,556 1,603,770 1,623,126 1,636,513 1,610,440
２． 320,836 295,047 270,208 248,169 227,391 212,381 201,361 194,007 187,373 179,965 176,712 169,898
(1) 320,836 293,047 268,208 246,169 225,391 210,381 199,361 192,007 185,373 177,965 174,712 167,898
(2) 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

(D) 885,553 2,657,976 2,642,518 2,420,923 2,416,652 2,414,595 2,424,189 2,469,370 2,465,357 2,478,285 2,488,393 2,455,471
(E) 477,224 67,260 △ 46,052 350 350 350 350 350 350 350 350 350
(F)
(G) 24,632 348 350 350 350 350 350 350 350 350 350
(H) △ 24,632 △ 348 △ 350 △ 350 △ 350 △ 350 △ 350 △ 350 △ 350 △ 350 △ 350

477,224 42,628 △ 46,400
(I)
(J)

152,970 158,862 160,986 161,299 159,117 157,614 156,086 165,048 164,372 163,365 174,699 174,374
(K)

1,508,669 1,426,014 1,431,651 1,421,360 1,368,397 1,335,575 1,332,039 1,252,744 1,175,653 1,137,154 1,086,441 1,049,305

70,052 62,197 62,668 58,995 67,597 70,208 75,741 65,636 56,889 60,854 48,443 47,447
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 916,491 1,815,444 1,092,252 991,066 991,875 990,522 1,044,144 1,039,027 1,021,720 1,085,767 1,080,006 1,072,814

(N)

(O)

(P)

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

経 常 損 益 (C)-(D)

収

益

的

収

入

処 理 場 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費

本年度

営 業 収 益

R4

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

R12R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

流 動 負 債

そ の 他

収 入 計
そ の 他

業 務 費 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

管 渠 費
ポ ン プ 場 費

支 払 利 息

支 出 計

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分
（ 決 算 ）
（ 法 非 適 ）

決 算
見 込

１． 1,057,200 792,700 810,500 741,000 1,012,700 1,104,400 1,266,400 1,221,000 898,400 1,151,800 662,100 664,300

342,100 287,200 202,900 196,900 187,500 173,600 166,100 160,700 150,100 141,000 145,700 147,900

２． 372,870 325,949 315,796 338,074 342,836 356,767 326,559 288,839 291,888 247,787 238,501

３． 829,987 155,635 218,522 250,359 252,736 213,399 183,409 158,076 96,043 29,964

４．

５．

６． 599,247 369,741 464,395 399,900 615,445 719,050 893,750 395,350 308,400 341,450 197,350 197,350

７．

８． 47,324 16,682 15,080 15,000 15,001 15,002 15,003 15,004 15,005 15,006 15,007 15,008

９． 395 26,627

(A) 2,534,153 1,734,255 1,834,446 1,722,055 2,233,956 2,394,687 2,715,329 2,115,989 1,606,687 1,830,108 1,122,244 1,115,159

(B)

(C) 2,534,153 1,734,255 1,834,446 1,722,055 2,233,956 2,394,687 2,715,329 2,115,989 1,606,687 1,830,108 1,122,244 1,115,159

１． 1,623,252 1,069,246 1,207,630 1,056,748 1,582,050 1,803,363 2,167,575 1,597,941 1,175,941 1,488,597 813,036 813,036

90,453 50,333 39,942 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000

２． 1,511,374 1,508,669 1,426,014 1,431,651 1,421,360 1,368,397 1,335,575 1,332,039 1,252,744 1,175,653 1,137,154 1,086,441

３．

４．

５． 28,592 4,939 9,586 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

(D) 3,163,218 2,582,854 2,643,230 2,493,399 3,008,410 3,176,760 3,508,150 2,934,980 2,433,685 2,669,250 1,955,190 1,904,477

(E) 629,065 848,599 808,784 771,344 774,454 782,073 792,821 818,991 826,998 839,142 832,946 789,318

１． 534,024 848,599 808,784 771,344 774,454 782,073 792,821 818,991 826,998 839,142 832,946 789,318

２．

３． 95,041

４．

(F) 629,065 848,599 808,784 771,344 774,454 782,073 792,821 818,991 826,998 839,142 832,946 789,318

(G)

(H) 20,123,695 19,481,339 19,142,434 18,510,444 18,184,365 18,008,171 17,978,319 18,065,024 17,930,095 18,153,207 17,926,047 17,761,622

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分
（ 決 算 ）
（ 法 非 適 ）

決 算
見 込

781,500 1,129,061 1,046,172 965,530 961,460 960,783 910,604 933,609 944,795 889,758 914,495 903,293

778,733 638,906 402,439 313,757 321,471 326,954 330,057 332,221 322,120 324,814 326,811 327,298

2,767 490,155 643,733 651,773 639,989 633,829 580,547 601,388 622,675 564,944 587,684 575,995

829,987 528,505 544,471 566,155 590,810 556,235 540,176 484,635 384,882 321,852 247,787 238,501

140,377 137,372 130,474 119,539 143,244 155,258 173,685 143,966 117,114 130,738 91,915 89,569

689,610 391,133 413,997 446,616 447,566 400,977 366,491 340,669 267,768 191,114 155,872 148,932

1,611,487 1,657,566 1,590,643 1,531,685 1,552,270 1,517,018 1,450,780 1,418,244 1,329,677 1,211,610 1,162,282 1,141,794

資 本 的 収 支 分

R5 R6 R7 R8R4本年度

計

R12

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

R9 R10

純 計

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

R11

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

R10

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

R11

(A)-(B)

計

そ の 他

R12

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債 等

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

本年度 R4 R5 R6 R7 R8 R9


